
さいたま市南区役所等構内通話録音及び録音告知装置賃貸借 基本仕様書 
 
 （総則） 
第１条 この仕様書（以下「基本仕様書」という。）は、さいたま市（以下「甲」という。）が設

置するさいたま市南区役所等構内通話録音及び録音告知装置（以下「通話録音装置等」とい

う。）の賃貸借に関する仕様を定めるものとする。 

 
 （目的） 
第２条 業務の公正かつ適正な執行の確保及び職員への不当な圧力や要求等の排除のため、さいた

ま市南区役所等に通話録音装置等を導入することを目的とする。 
 
 （仕様の適用） 
第３条 基本仕様書及び別紙特記仕様書に明記のない事項は、甲と賃貸人（以下「乙」という。）

との協議の上、これを決定する。 
 

 （概要） 
第４条 賃貸借契約の概要は、次のとおりとする。 
⑴ 件  名    さいたま市南区役所等構内通話録音及び録音告知装置賃貸借 

 ⑵ 内  容    別紙「さいたま市南区役所等構内通話録音及び録音告知装置賃貸借特記仕

様書」による。 
 ⑶ 納入場所    さいたま市南区別所７丁目２０番１号 
 ⑷ 納入期限    令和８年９月３０日 
 ⑸ 付帯工事    本物件の納入に当たり納入期限までに必要な工事を実施するものとする。 
 
 （賃貸借期間） 
第５条 通話録音装置等の賃貸借期間は、令和８年１０月１日から令和１４年５月３１日までとす

る。 
 
 （関係法令等） 
第６条 乙は、通話録音装置等の設置に当たり、特記仕様書並びに諸法令、条例、規則及び関係通

知に準拠するとともに、官公署許可条件等を遵守しなければならない。 
 
 （基本事項） 
第７条 乙は、通話録音装置等の設置に当たっては、技術的良識に従い経済性及び安全性を考慮

し、適切な施工及び作業の実施に努めるとともに、国及び技術の動向等を充分勘案すること。 
２ 乙は、通話録音装置の設置に当たり甲の土地又は建物に立ち入る場合は、あらかじめ甲の承諾

を得るものとする。 
 
 （疑義の解釈） 
第８条 基本仕様書に疑義又は技術的問題が生じた場合若しくは施工上当然必要と認められる事項

が生じた場合は、甲乙協議の上、甲の指示を受けこれを実施すること。 
 
 （資料の作成等） 
第９条 乙は、通話録音装置等の設置に関し甲の要請があったときは、必要な説明又は資料の提出

を行うものとする。 



 
 （市との協議） 
第１０条 乙は、通話録音装置等の設置に関し甲の要請があったときは、必要な打合せへの出席、

説明資料の作成その他これらに付随する事項について協力するものとする。 
 
 （秘密の保持と中立性の義務） 
第１１条 乙は、通話録音装置等の設置に関し知り得た市の秘密事項を第三者に漏らしてはならな

い。このことは、契約の解除後及び期間満了後においても同様とし、そのために必要な措置を講

ずること。 
 
（本物件の撤去及び運搬） 
第１２条 賃貸借期間終了後の撤去及び運搬に伴う費用については、本仕様に含まないものとす

る。 
 
 （業務の再委託） 
第１３条 乙は、通話録音装置等の設置に係る作業の全部を第三者に行わせてはならない。ただ

し、当該作業の一部について第三者に行わせる必要がある場合は、あらかじめ甲と協議し、その

承諾を得なければならない。 
２ 前項ただし書により第三者に作業を行わせる場合においても、当該作業に関する一切の責任は

乙が負うものとし、基本仕様書に定める秘密保持その他の義務を当該第三者に遵守させるものと

する。 
 
 （環境等への配慮） 
第１４条 乙は、通話録音装置等の設置に当たり、地球環境や周辺の生活環境への影響に配慮し、

次に掲げる事項について必要な措置を講じること。 
 ⑴ 早朝、夜間又は休日に設置作業を行う場合は、必要に応じて事前に甲の承諾を得るなど、ト

ラブルの防止に努めること。 
 ⑵ 設置作業に伴い発生する騒音及び振動については、関係法令を遵守し、その発生を防止する

とともに生活環境の保全に努めること。 
 ⑶ 設置作業に当たっては、地球環境に配慮した部材を選定するとともに、廃棄物の抑制及び再

資源化の促進に努めること。 
 ⑷ 設置作業に伴い発生する廃棄物は、廃棄方法及び廃棄場所等について、関係法令を遵守し、

適切に処理するとともに、廃棄物による事故防止に努めること。 
 
 （安全・衛生対策） 
第１５条 乙は、通話録音装置等の設置に当たり、第６条に定める関係法令等を遵守するととも

に、過去の事故事例等を踏まえ、将来の事故の発生防止に配慮し、作業員及び第三者への事故防

止に必要な措置を講じなければならない。 
２ 乙は、作業員の健康衛生に留意するとともに、作業現場内の整理整頓を図る等、作業環境の安

全性の向上に努めなければならない。 
 
 （技術者の配置） 
第１６条 乙は、通話録音装置等の設置作業を適切かつ円滑に行うため、十分な経験を有する技術

者を配置し、当該設置作業に関して甲との連絡及び調整を行うものとする。 
２ 乙は、前項の設置作業に係る責任者を定め、必要に応じて専門的な知識又は技術を有する技術



者を配置するものとする。この場合において、乙は、当該技術者の氏名、資格等を記載した名簿

を提出し、あらかじめ甲の承諾を得るものとする。 
 
（保険） 
第１７条 乙は、本賃貸借対象物件について、賃貸借期間中の損害を補償する動産総合保険に付保

するものとする。 
 
 （業務の完了及び引渡し） 
第１８条 乙は、通話録音装置等の設置作業が完了したときは、甲に対して完成通知書を提出しな

ければならない。 
２ 甲は、前項の規定により完成通知書を受領したときは、完成検査を実施し、合格と判断した場

合は、検査済書を発行するものとする。 
３ 前項の規定による検査済書の発行をもって、引渡しが完了したものとする。 
 



さいたま市南区役所等構内通話録音及び録音告知装置賃貸借  

特記仕様書 

 

１ 総則 

⑴ 施工基準 

本業務は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第７０条（自営電気通信設備

の接続）に基づき、総務省令で定める自営電気通信設備としての技術基準、構内交換

電話設備標準仕様書及び関係する諸規則に従い施工するものとする。 

⑵ 機種の選定 

通話録音及び録音告知装置の機種選定に当たっては、南区役所にて現在使用してい

る日立製構内交換機設備「CX－01 V3」と接続・連携できる機種を選定すること。 

通話録音及び録音告知装置の機器選定に当たっては、「タカコム製ＶＲ７５５Ｃ

Ｘ」及び「タカコム製ＩＶＲ２４ＶＯＩＰⅢ」と同等以上の機能及び性能を有する機

器を選定すること。 

なお、本業務の実施により、通話録音及び録音告知機能の追加を除き、既存の電話

交換機設備の機能、操作性及び運用方法に影響や変更が生じないこと。 

また、導入時の工事期間においては区役所業務への影響を最小限に抑えることに配

慮するとともに、導入後の保守運用及び障害対応について十分考慮した機種とするこ

と。 

⑶ 調達範囲 

   本業務の調達範囲は、次のとおりとする。 

    ア 通話録音装置 一式 

    イ 録音告知装置 一式 

    ウ 上記各設備に係る設置、設定、配線、調整及び試験 

⑷ 提出書類 

   ア 承認申請図書 

     受注者は、施工に際しては、事前に承認申請図書により市担当者の承認を得て

から業務開始すること。図書は次の内容のものを提出すること。 

① 機器承認図 

② その他必要な図書 

   イ 完成図書 

     受注者は、取付完了に際して保証書等を完成図書として提出すること。 

 ⑸ 納期 

   令和８年９月３０日までとする。 

⑹ 検収 

本業務は設置・調整完了後、担当者の立会い検査合格をもって完了するものとす



る。 

⑺ 保証 

納入後１年以内で明らかに設計製作上の不良による障害が発生した場合は、責任を

もって無償で改修するものとする。 

 ⑻ 使用材料 

   使用する機器材料は新品とし、全て関連法規等に合格したものを使用する。 

 ⑼ その他 

   ア 現状復旧 

     既設物を破損損傷した場合は、受注者が責任を持って現状復旧すること。 

   イ 施工業者の選定 

本業務に当たっては、既存のひかり電話オフィスエース、及び本業務で納入す

る構内電話設備の技術に精通・熟知し、総合調整、監理監督が実施可能な施工業

者を選定するものとする。 

   

２ 通話録音及び録音告知装置の仕様 

⑴ 通話録音装置仕様  

 ・接続回線 ひかり電話 24Ch 以上、アナログ 16 回線接続可能 

 ・録音媒体 ＨＤＤ 

 ・録音時間 最大約 70,000 時間（標準モノラル時） 

 ・検索再生 録音データは次の項目を検索、再生することが可能であること 

       日時、相手番号、自番号、発着信、通話時間、再生フラグ、 

メモ、分類 

・主な機能 通話モニター、セキュリティ機能、アラーム通知機能、 

通話データ転送機能、タイマー録音、時刻校正機能 

 ・付属装置 無停電電源装置、モニター装置（17 インチ）、LAN 再生ソフト 

⑵ 録音告知装置仕様 

  ・接続回線  ひかり電話 24Ch 以上、アナログ 16回線接続可能 

・主な機能  録音告知メッセージ放出、IVR 機能（応答・転送） 

・付属設備  無停電電源装置 

 

３ その他 

⑴ 本仕様書に記載なき事項は、市担当者と十分打合せの上施工すること。 

⑵ 本装置の設置に当たり、既存部分に損傷、汚れ等が生じた場合は、請負者の負担に

より直ちに原型に復旧すること。 

⑶ 本装置の設置に当たり、市担当者と連絡を密に行い区役所業務に支障がないように

工事を施工すること。また、安全管理に十分配慮すること。 



⑷ 通話録音及び録音告知装置については、導入後操作説明を実施すること。 


